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第 1 章  理念・目的  

〈１〉現状説明  

 大学の理念・目的を適切に設定しているか。また、それを踏まえ、学部・研究科

の目的を適切に設定しているか。  

評価の視点  

 学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専

攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の設定とその内容 

 大学の理念・目的と学部・研究科の目的の連関性  

 本学の建学の精神は創設者の有本史郎により「社会に学び、社会に貢献する技術者の育

成」と定められ、これを踏まえ、大学の理念・目的は「学術の中心として深く工学の研究

を行い世界文化に貢献し、併せて広く一般の学術教養と専門の工業教育を施すことによ

り、学生の人格を陶冶し、学理を究めさせ体位の向上を図り、もって優秀なる技術者を養

成することを目的とする」と設定されている。大学院理工学研究科の教育研究上の目的

は、この大学の理念・目的を踏まえて修士課程および博士（後期）課程の「教育研究上の

目的」を以下のように適切に設定している。しかし、本学における SDGs の実践・達成

の目的のため、「持続可能な社会」というキーワードを「教育研究上の目的」に含めるた

め、本年度、改定を進めており、新たなものは来年度開示する予定である。また、各課程

における各専攻においても、理工学研究科の教育研究上の目的を基に、専門技術者・研究

者の育成のための教育目標や人材育成に係る目的を明確に設定しているが、上記の、理工

学研究科のものと同様、「持続可能な社会」のキーワードを含め、改定を進めている。理

工学研究科は 1963 年の創設以来、多くの専門技術者・研究者を継続的に輩出してきてい

ることより、研究科の理念・目的は明確であり、さらに、適切であると言える。   

 

＜修士課程の教育研究上の目的＞  

 大学院修士課程では、専門分野におけるプロフェッショナルとしての知識と意識を持

ち、社会の新しい側面に対応し、それを即戦力として活用し社会貢献できる能力を有する

開発技術者・研究者の育成を目指しています。このような人材には、高度な専門知識に裏

付けられた、問題発掘能力、定量的に問題を解決する能力が求められます。これらの能力

が養われるように、大学院修士課程では、国際的に通用する幅広い見識と柔軟思考を両輪

とする教育研究が展開されています。  

 

＜博士（後期）課程の教育研究上の目的＞  

 大学院博士（後期）課程では、研究者ポテンシャルの向上を目指して、大学院修士課程

の修了者あるいは社会の第一線で活躍している技術者を対象に、豊かな学識を有する専門
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技術者および研究者を育成することを目的としています。学際的観点から自己の専門分野

を深めることにより、ソフト・ハード両面にわたって総合的な見地に立ち、システム全体

の調和を図ることができる能力の獲得を目指しています。さらに、産業界で活躍できる博

士号取得者となることができるように、複眼的工学能力、技術経営能力、メタナショナル

能力を併せ持つシグマ型統合能力人材の育成も行っています。   

上記の人材養成を核とする大学院博士（後期）課程における教育研究は、大学の使命であ

る研究推進を担う中核としての役割も付与されています。  

 

 大学の理念・目的及び学部・研究科の目的を学則又はこれに準ずる規則等に適切

に明示し、教職員及び学生に周知し、社会に対して公表しているか。  

評価の視点  

 学部においては、学部、学科又は課程ごとに、研究科においては、研究科又は専

攻ごとに設定する人材育成その他の教育研究上の目的の適切な明示 

 教職員、学生、社会に対する刊行物、ウェブサイト等による大学の理念・目的、

学部・研究科の目的等の周知及び公表 

 理工学研究科の教育研究上の目的や教育課程の編成方針は、芝浦工業大学大学院学則に

明示し、毎年度初めに構成員（教員および大学院生）へ配布・周知すると共に大学のホー

ムページにも掲載し広く社会にも公表している。また、大学院学則には、各課程各専攻の

教育課程の編成方針も明示している。  

理工学研究科および各課程各専攻の教育方針として、教育研究上の目的や人材養成に係る

目的およびカリキュラムおよびディプロマ・ポリシーを、「大学院学修の手引き」【根拠

資料１】に記載し、前述の大学院学則とともに毎年度初めに構成員へ周知している。さら

に、大学のホームページの大学院のページ【根拠資料２】でも理工学研究科および各課程

各専攻の人材養成に係る目的（アドミッションポリシーを含む）を掲載し広く社会にも公

表している。  

 

 大学の理念・目的、各学部･研究科における目的等を実現していくため、大学と

して将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策を設定しているか。  

評価の視点  

 将来を見据えた中・長期の計画その他の諸施策の設定 

・認証評価の結果等を踏まえた中・長期の計画等の策定 

 前記したが、本学の建学の精神は創設者により「社会に学び、社会に貢献する技術者の

育成」と定められているが、最近の大学教育のグローバル化の流れに対応すべく、この精

神を「世界に学び、世界に貢献する技術者の育成」と読み替え、本学の現在の教育方針と

している。この教育方針を基に、本学はグローバル化に対応した理工系人材育成モデルで

ある『SHIBAURA モデル』を提唱し、これは、文科省事業であるスーパーグローバル大
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学創成支援事業のひとつとして採択されている。この事業は 2023 年度が最終年度となる

ため、それまでの大学院教育のグローバル化における種々の中期の数値目標が設定されて

おり、各年度の諸施策が細かく設定されている。『SHIBAURA モデル』では、国際社会

の多様性を理解し、協調性を持ってその発展に寄与できる人材を育成するために、以下の

4 つの能力を重点的に強化する。  

 

 1.グローバル人間力：積極性・チャレンジ精神、協調、使命感を持ち、長期展望に

 立って国際協調を実現する能力  

 2.コミュニケーション力：工学基盤の上に立ち、語学とモノやサービス等を介して

 相互に理解できる能力と語学力  

 3.問題解決能力：課題発見能力と倫理観に裏打ちされた解決能力を持ち、技術的経

 済活動への社会的影響を判断できる能力  

 4. 異文化理解力：文化の多様性を認める能力と、自国のアイデンティティーを持

 ち、それを行動によって発信できる能力  

 

 また、本学は 2027 年 11 月に創立 100 周年を迎えることもあり、大学全体で

「Centennial SIT Action」という取組みを 2015 年より学長のリーダーシップの下、行

っている。この取組みでは、大学院改革（グローバル化、大学院での教育および研究等）

についての単年度および中長期の行動計画を毎年度提案し、単年度の計画は実行を進め、

毎年度末にはその進捗を確認・修正、そして、次年度には再提案するという PDAC サイ

クルを回すことにより大学院改革を推進している。さらに、毎年度 8 月上旬には、大学

の教学執行部（付属中学校高校の長含む）が集まり、教学経営審議会が開催され、各部署

から「Centennial SIT Action」についての年度計画や進捗の中間報告があり、教学執行

部間での情報共有が行われている。 2020 年度の教学経営審議会では、理工学研究科から

は、「大学院改革について」中長期の計画の報告（学部・修士一貫教育、大学院進学率の

向上等）、本年度は「アフターコロナに向けた大学院の教育研究」についての報告も行っ

ている。また、毎年度、年度直前の 3 月および年度中の 9 月にそれぞれ期首および期中

会議が法人（中学、高等学校含む）で開催され、大学院の年度目標および取り組みの途中

経過報告をし、法人内で情報を共有している。  

 2018 年度の大学認証評価では、大学基準協会より、修士課程・博士課程において、学

位授与方針に修得すべき知識、技能、能力などの学位にふさわしい学習成果を示されてい

ない専攻があること、さらには、すべての専攻において学位論文の審査基準が明確にされ

ておらず、研究指導の方法及びスケジュールを定めた研究指導計画が策定されていないと

いう指摘を受けている。理工学研究科では、これらの指摘への改善に向けた作業も継続し

て行っている（4 章⑧参照）。  

〈２〉長所・特色  
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 本学は、創立当初からの大学理念「社会に学び，社会に貢献する技術者の育成」を「世

界に学び，世界に貢献する技術者の育成」と読み替え、工学教育のグローバル化を積極的

に進めている。理工学研究科では、文科省事業であるスーパーグローバル大学創成支援事

業で採択された『SHIBAURA モデル』を大学院教育で具現化させるため、2017 度 4 月に第

７番目の専攻として、国際理工学専攻を立ち上げた。本専攻の教育目標は、高度な専門知

識及び高度な教養を備え、さらにメタナショナル能力を備えた理工学人材を育成すること

で、具体的には、以下の 4 つの能力を備えた人材の育成を目標とし、地球規模課題の解

決を他国の技術者・研究者と協働して行えるグローバルな技術者・研究者の育成を行う。  

 

 1．異文化を理解し、国際的な環境下で相互理解し、コミュニケーションできる能

 力  

 2. 問題を発見し、解決できる能力  

 3．自国の利点をよく理解し、グローバルな視点で行動できる能力  

 4．技術開発の社会的、経済的価値を理解し、創造できる能力  

  

 講義は基本的には全て英語で進められ、修士論文やその発表も英語で行われる。また、

日本人学生に対しては最低１クォーターの海外留学を必修としている。なお、本年度はコ

ロナ禍の問題で学生の海外留学が不可能となる可能性があるので、この必修条件を柔軟に

とらえ、海外の研究者から一定期間遠隔で研究指導を受けること等で海外留学をしたこと

にするという対応をとることにした。本専攻からは、 2019 年 3 月には、9 名の第一回終

了生を出し、順調に推移している。終了生の進路は、国内のグローバル企業への就職およ

び大学院博士課程進学が主である。  

 また、指導教員の講義科目の履修を必修とする専修科目制度は、本年度から廃止し、学

生の履修への自由度を向上させると共に各専攻での講義科目数の適正化や講義科目の英語

化を進めている。これらに合わせて、カリキュラム・ポリシーやディプロマ・ポリシーの

見直しも本年度進めている。理工学研究科で今年度展開されている講義科目数は 485 科

目で、その内 233 科目が英語科目である。さらに、大学院教育でもアクティブ・ラーニ

ング科目の展開が重要となってきており、これらの単位の受け皿科目として大学院専攻共

通科目として Advanced Global PBL や Advanced Internship を昨年度より配置した。  

大学ホームページの英文化が進んでおり，英文版の大学院のページも追加され、さらに、

英文版の各専攻の３ポリシー（ディプロマ，カリキュラムおよびアドミッション・ポリシ

ー）が公表されている。  

 理工学研究科の理念・目的は、年 1 回のペースであるが、大学院の自己点検時、専攻

長会議を通じて大学院研究科長，研究科長補佐および専攻長が中心となり確認・検証がさ

れており、社会のニーズに合わせて早い段階で改善ができている。また、毎年度、外部有

識者を迎えて外部評価委員会が開催され、本自己点検書をもとに大学院の運営が評価・確

認される。  
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〈３〉問題点  

 上述の通り、理工学研究科の理念・目的は、大学内外に広く周知し、その定期的な見直

しは、専攻長会議を通じて、大学院研究科長，研究科長補佐および専攻長が中心とり、年

1 回のペースで進めている。専攻構成員からの意見は、現状、専攻長を通じて聴取されて

いるが、理工学研究科所属の全教員からの意見を聴取することや問題意識の共有化は現在

困難である。今後は、大学院の所属の教員との問題意識の共有化や広く意見を聞くことの

できるインターネットを利用したシステムの構築が必要である。本年度は現段階まで、コ

ロナ禍の問題で大学院運営のための会議が全て遠隔によるものとなったが、遠隔によって

も教員間の情報共有が容易に行えることが分かったので、このような方法をアフターコロ

ナにおいても導入できるかの議論も必要である。  

 理工学研究科全体および各専攻の人材養成に係る目的の英文化が進められており、学内

文書の英文化は毎年着実に進んでいるが、その量が膨大であるため、まだまだ不十分であ

り、英文化の方法についても見直しが必要である。さらに、外国人学生や外国人教員向け

に配布する書類・資料（申請書やアンケート等）や事務連絡時に発信するメールの完全英

文化が必要である。また、和文および英文版のホームページの見やすさ /理解のし易さの

確認を学生アンケート等を通して継続的に行えるシステムの構築も必要である。  

〈４〉全体のまとめ  

 本学の建学の精神は「社会に学び、社会に貢献する技術者の育成」と定められている

が、最近の大学教育のグローバル化の流れに対応すべく、この精神を「世界に学び、世界

に貢献する技術者の育成」と読み替え、理工学研究科は、グローバル理工学人材育成の

『SHIBAURA モデル』を実践している。また、2027 年 11 月の本学の創立 100 周年に向

けた「Centennial SIT Action」計画では、グローバル化も含めた理工学研究科の単年度

および中長期の行動計画を毎年度確認・設定し、PDCA サイクルを回すことにより大学

院改革を進めている。  

 大学院理工学研究科および研究科の各専攻の教育研究上の目的は、理念・教育方針を踏

まえて適切に設定されている。理工学研究科の教育研究上の目的や教育課程の編成方針、

さらに、各課程各専攻の教育課程の編成方針は大学院学則に明示すると共に大学のホーム

ページにも掲載し広く社会にも公表している。ただ、本学における SDGs の実践・達成

の目的のため、「持続可能な社会」というキーワードを「教育研究上の目的」に含めるた

め、本年度、改定作業を進めており、新たなものは来年度開示する予定である。また、理

工学研究科の各課程各専攻のカリキュラムおよびディプロマ・ポリシーを含めた教育研究

上の目的は、「大学院学修の手引き」に記載し，毎年度初めに構成員へ配布し周知すると

共に大学のホームページの大学院のページにも掲載し広く社会にも公表している。  

 理工学研究科においては、『SHIBAURA モデル』を大学院教育で具現化させるため、

2017 年度 4 月に第 7 番目の専攻として、国際理工学専攻を立ち上げた。本専攻では、講

義は基本的には全て英語で進められ、修士論文の作成やその発表も英語で行われる。ま
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た、日本人学生に対しては最低１クォーターの海外留学を必修としている（本年度は、コ

ロナ禍の問題で海外留学が困難となるため、海外留学の内容を柔軟に捉えることにしてい

る）。  

 理工学研究科の理念・目的の定期的な見直しには、大学構成員との問題意識の共有化や

広く意見を聴取することのできるシステムの構築が必要である。また、グローバル化に対

応した書類・資料の完全英文化や大学ホームページ（和文・英文版）は着実に進んできて

いるが、今後は、それらの見やすさ /理解のし易さ等についての定期的な確認さらには継

続的に改善できるシステムの構築が必要である。  

〈５〉根拠資料一覧  

 根拠資料１：2020 年度大学院学修の手引き  

https://www.shibaura-

it.ac.jp/albums/abm.php?d=698&f=abm00011272.pdf&n=2020%E5%AD%A6%E

4%BF%AE%E3%81%AE%E6%89%8B%E5%BC%95.pdf  

 根拠資料２：理工学研究科のポリシー  

https://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/graduate/  

 

２ 研究科における教育研究上の目的の学則等への規定及び公表  

学部・研究科

等名称  

規定の

有無  

根拠となる資料  公表 の

有無  

ウェブサイトＵＲＬ  

理 工 学 研 究

科 ( 修 士 課

程 ) 

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/graduate-

school/index.html?fr=tran 

電 気 電 子 情

報工学専攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/electr

ical_engineering_and_comput

er_science/index.html 

材 料 工 学 専

攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/mate

rials_science_and_engineerin

g/index.html 
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応 用 化 学 専

攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/appli

ed_chemistry/index.html 

機 械 工 学 専

攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/mech

anical_engineering/index.ht

ml 

建 設 工 学 専

攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/archi

tecture_and_civil_engineerin

g/index.html 

シ ス テ ム 理

工学専攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/syste

ms_engineering_and_science/

index.html 

国 際 理 工 学

専攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/masters/globa

l_course_of_engineering_and

_science/index.html 

 

学部・研究科

等名称  

規定の

有無  

根拠となる資料  公 表 の

有無  

ウェブサイトＵＲＬ  

博 士 ( 後 期 )

課程  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

(根拠資料 1-3) 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/graduate-

school/index.html?fr=tran 

地 域 環 境 シ

ステム専攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

(根拠資料 1-3) 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/doctors/region

al_environment_systems/inde

x.html 

機 能 制 御 シ

ステム専攻  

○  2020 年度芝浦工業大

学大学院学則付表 1-1 

(根拠資料 1-3) 

○  http://www.shibaura-

it.ac.jp/faculty/doctors/functi

onal_control_systems/index.h

tml 
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第 4 章  教育内容・方法・成果  

〈１〉現状説明  

 授与する学位ごとに、学位授与方針を定め、公表しているか。  

評価の視点  

 課程修了にあたって、学生が修得することが求められる知識、技能、態度等、当

該学位にふさわしい学習成果を明示した学位授与方針の適切な設定（授与する学

位ごと）及び公表 

 理工学研究科の教育理念・目的は、芝浦工業大学大学院学則第４条に教育研究上の目的

を規定するとともに、「人材養成に係る目的」を策定している【資料 3-1、資料 3-2、資

料 3-3】。そして、「人材養成に係る目的」の中で、修士課程では「高度な専門知識と研

究開発能力、問題発掘能力、定量的に問題を解決する能力、測定や加工等の実験能力、技

術システムを総合化できる能力、技術と環境・経済・文化との関係にも配慮でき、国際的

な幅広い見識を備えた柔軟な思考能力の獲得」、さらに，博士（後期）課程では「学際的

観点から自己の専門分野を深めることにより、ソフト・ハード両面にわたって総合的な見

地に立ち、システム全体の調和を図ることのできる能力の獲得」というように教育課程の

編成方針を明らかにしている。  

大学ホームページおよび構成員（大学院生および教職員 )に毎年年度初めに配布する「大

学院学修の手引き」に記載している修士課程および博士（後期課程）の教育研究上の目的

を以下に示す。  

  

教育研究上の目的  

＜修士課程＞  

 専門分野におけるプロフェッショナルとしての知識と意識を持ち、社会の新しい側面に

対応し、それを即戦力として活用し社会貢献できる能力を有する開発技術者・研究者の育

成を目指しています。このような人材には、高度な専門知識に裏付けられた、問題発掘能

力、定量的に問題を解決する能力が求められます。これらの能力が養われるように、大学

院修士課程では、国際的に通用する幅広い見識と柔軟思考を両輪とする教育研究が展開さ

れています。  

＜博士（後期）課程＞  

 研究者ポテンシャルの向上を目指して、大学院修士課程の修了者あるいは社会の第一線

で活躍している技術者を対象に、豊かな学識を有する専門技術者および研究者として育成

することを目的としています。学際的観点から自己の専門分野を深めることにより、ソフ

ト・ハード両面にわたって総合的な見地に立ち、システム全体の調和を図ることができる

能力の獲得を目指しています。さらに、産業界で活躍できる博士号取得者となることがで
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きるように、複眼的工学能力、技術経営能力、メタナショナル能力を併せ持つシグマ型統

合能力人材の育成を行っています。   

 上記の人材養成を核とする大学院博士（後期）課程における教育研究は、大学の使命で

ある研究推進を担う中核としての役割も付与されています。  

 

 上記の人材養成に係る目的を基に、理工学研究科では、アドミッション・ポリシー，カ

リキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシーの 3 ポリシーを設定している。ここで

は、学位授与方針であるディプロマ・ポリシーを以下に示す。  

 

（修士課程）  

 理工学の専門家としてのプロ意識にあふれ、グローバルな社会の新しい側面に対応でき

る能力と、それを即戦力として活用することにより社会貢献できる能力を有する人材を育

成することを教育目標としています。修士課程における教育は、専門分野の開発技術者の

育成を目指して、高度な専門知識と研究開発能力、問題発掘能力、定量的な問題の解決に

必要な知識・スキルを認識する能力、測定や加工等の実験能力、技術システムを総合化で

きる能力、技術と環境・経済・文化の多様性との関係にも配慮できる柔軟な思考能力と幅

広い見識の獲得を目指しています。  

 修士課程における所定期間を在籍し、上記の教育目標達成のための講義科目の履修およ

び修士論文を提出・発表をし、さらに専攻の示す学位審査基準を満たしたものに修士の学

位を授与します。  

 

（博士（後期）課程）  

 博士（後期）課程が授与する博士号は、課程修了による博士号（課程博士）と論文提出

による博士号（論文博士）の二種類があり、前者は主に大学院修士課程の修了者向け、後

者は社会の第一線で活躍している技術者向けですが、どちらも、大学の使命である研究推

進と研究者ポテンシャルの向上を目指し、さらに、豊かな学識を有する専門技術者及び研

究者を養成することを目的としています。博士（後期）課程における教育は、学際的観点

から自己の専門分野を深めるとともに、ソフト・ハード両面にわたって総合的な見地に立

ち、システム全体の調和を図ることができる能力の獲得を目指しています。さらに、副専

攻プログラムの履修を通して、複眼的工学能力、技術経営能力、メタナショナル能力を併

せ持つシグマ型統合能力人材の育成を目指しています。  

【課程修了による博士号（課程博士）】  

 博士（後期）課程に所定の期間在籍し、学則上の修了要件を満たした者が、博士（後期）

課程における講義科目の履修と博士論文作成を通して、豊かな学識を有する専門技術者あ

るいは研究者として独り立ちできる資質を備えるに至ったと判定され、さらに、専攻の示
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す学位審査基準を満たした者に、博士 (工学 )の学位を授与します。また、学位論文の

主要な内容に工学以外の要素を含む場合は、博士 (学術 )の学位を授与します。  

 

【論文提出による博士号（論文博士）】  

 博士（後期）課程に在学していない者で、大学卒業後に（修士課程修了者は修士課程在

学期間を含めて）5 年以上の研究開発業務に従事したもの、あるいはそれと同等の経歴を

有すると理工学研究科委員会が認めたものは、論文提出により博士の学位の授与を申請で

きます。学位授与申請を受けて、理工学研究科では、申請者の学力及び提出論文の内容を

審査します。その結果、申請者が博士（後期）課程修了者と同等以上の学力及び研究力を

有し、かつ豊かな学識を有する専門技術者あるいは研究者として、すでに独り立ちしてい

ると判定され、さらに、専攻の示す学位審査基準を満たした者に、博士 (工学 )の学位を授

与します。また、学位論文の主要な内容に工学以外の要素を含む場合は、博士 (学術 )

の学位を授与します。  

 

 上記した理工学研究科の人材養成に係る目的およびディプロマ・ポリシーを基に各専攻

においても独自の人材養成に係る目的およびディプロマ・ポリシーを設定しており、授与

する学位ごと（各専攻）に学位授与方針が細かく定めている。理工学研究科および各専攻

のディプロマ・ポリシー（学位授与方針）も、人材養成に係る目的と同様、毎年構成員に

配布する「大学院学則」および「大学院学修の手引き」に記載すると共に大学のホームペ

ージにも掲載し、広く社会にも公表している。  

なお、2018 年度の大学基準協会の大学認証評価では、修士課程・博士課程において、学

位授与方針に修得すべき知識、技能、能力などの学位にふさわしい学習成果を示していな

い専攻があること、さらに、すべての専攻において学位論文の審査基準が明確でなく、研

究指導の方法及びスケジュールを定めた研究指導計画を策定していないと指摘を受けてい

る（本章⑧参照）。また、第 1 章でも述べたが、本学における SDGs の実践・達成の目

的のため、「持続可能な社会」というキーワードを研究科および各専攻の「教育研究上の

目的」に明記することとなり、これに合わせて、理工学研究科及び各課程各専攻のアドミ

ッション、カリキュラム及びディプロマ・ポリシーも本年度見直しを行っている。大学基

準協会の指摘に関しての改善・整備は 2019 年度より速やかに行っているが、本年度も継

続して整備中である。大学基準協会の指摘に対する改善・変更及び新たなアドミッショ

ン、カリキュラム及びディプロマ・ポリシーの「大学院学則」および「大学院学修の手引

き」への反映は 2021 年度版のものより行う予定である。  

 授与する学位ごとに、教育課程の編成・実施方針を定め、公表しているか。  

評価の視点  

 下記内容を備えた教育課程の編成・実施方針の設定（授与する学位ごと）及び公

表 
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・教育課程の体系、教育内容 

・教育課程を構成する授業科目区分、授業形態等 

 教育課程の編成・実施方針と学位授与方針との適切な連関性 

 

 理工学研究科の教育内容は、研究指導に直結した特別実験および特別演習科目（リサー

チワーク）と講義科目（コースワーク）から成り、これらを体系的に配置している。講義

科目の内、指導教員が展開する講義科目は、専修科目と位置づけ必修化してきたが、学生

の講義履修の自由度を向上させるために、本年度より本制度を廃止した。一方、リサーチ

ワークは、研究計画の設定・説明、先行研究の調査および説明、実験の遂行、研究の進捗

報告、学会や国際会議での発表練習等からなるもので、これらは指導教員に向けたプレゼ

ンテーションが中心となるもので、これは必修科目となっている。それ以外の科目は選択

科目となっているので、修了要件を満たすように、指導教員の指導の下、学生が自由に講

義等を選択できるようになっている。他専攻の講義科目等も最大 10 単位まで履修を可能

としているが、その際は、講義を担当する教員の承諾が必要となっている。低学年ではコ

ースワークが中心となるが、段階的に学年が上がるに従いリサーチワークが中心となる。

2018 年度の大学基準協会の認証評価時に、研究指導の方法及びスケジュールを定めた研

究指導計画を策定していないという指摘を受けたため、2019 年度より、各年度の初めに

は、学修ポートフォリオに研究・学修に関する年度計画を各学生が入力することとしてい

る。これにより、学生は、学修・研究の振り返りができると共に、このポートフォリオは

指導教員も確認できるため、必要に応じて研究指導ができるようになっている。  

 前記したが、理工学研究科および各専攻では、３ポリシー（アドミッション・ポリシ

ー，カリキュラム・ポリシー，ディプロマ・ポリシー）が設定されている。教育方針（カ

リキュラム・ポリシー）は、教育目標および学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）に沿

って，設定されており、教育目標および学位授与方針と整合性のある教育課程の編成・実

施方針が確立されている．また、アドミッション・ポリシーにより、どのような学生に入

学して欲しいかを明確にしている。  

 理工学研究科および各専攻のカリキュラム・ポリシー，各専攻の授業科目の科目区分、

必修・選択の別、単位数等は，大学院学修の手引【資料 3-2】に明示するとともに大学の

ホームページにも公開している。なお、講義科目等は、理工学研究科および各専攻におけ

る教育理念・目的やカリキュラム・ポリシーに照らして必要なものを適切に開設している

【資料 3-6】。以下の、理工学研究科のカリキュラムおよびアドミッション・ポリシーを

示す。  

 なお、本章①でも述べたが、理工学研究科及び各課程各専攻の教育研究上の目的及び 3

ポリシーは、2018 年度の大学基準協会の認証評価時の指摘及び本学の SDGs の取り組み

実践・達成の目的のため、本年度、改定作業を進めている。新たなものは、2021 年度から

開示する予定である。  
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＜カリキュラム・ポリシー＞  

（修士課程）  

大学院理工学研究科修士課程では、ディプロマ・ポリシーに掲げる理工学の専門家を育成

するため、高度専門教育のための講義、演習、実験および実習のみならず、大学院共通教

育科目もバランスよく配置しています。これにより、高度な専門知識以外に技術と環境・

経済・文化の多様性との関係にも配慮でき、さらに、国際的な幅広い見識および柔軟な思

考能力を備えた理工学の専門家を養成します。  

（博士（後期）課程）  

大学院理工学研究科博士（後期）課程では、大学の使命である研究推進と研究者ポテンシ

ャルの向上を目指して、大学院修士課程の修了者あるいは社会の第一線で活躍している技

術者を対象に、豊かな学識を有する専門技術者及び研究者を養成することを目標としてい

ます。この目標を達成するため、学際的観点から自己の専門分野を深めることにより、ソ

フト・ハード両面にわたって総合的な見地に立ち、システム全体の調和を図ることができ

る能力を獲得できるように講義、演習、実験および実習科目を配置しています。さらに、

複眼的工学能力、技術経営能力、メタナショナル能力を併せ持つシグマ型統合能力人材の

育成のため、副専攻を設け、高度な専門知識のみならず、国際的な幅広い見識および柔軟

な思考能力を備えた技術者・研究者を養成します。  

 

＜アドミッション・ポリシー＞  

（修士課程）  

 修士課程では、高度な専門知識を備え、さらに、技術と環境・経済・文化の多様性との

関係にも配慮でき、そして、国際的な幅広い見識および柔軟な思考能力を備えた理工学の

専門家を養成するため、つぎのような入学者を求めます。  

 （1） 本学での学修、研究を強く希望し、本学で自己成長、自己実現を成そうと希

 望する人  

 （2） 学士レベルの基礎および専門知識を有し、向上心および好奇心が旺盛で、何

 にでも挑戦しようという意欲のある人  

 （3）  工学倫理を遵守できる人  

 （4）  文化の多様性を理解できる人  

 （5） 外国語を含むコミュニケーション能力、プレゼンテーション能力およびマネ

 ジメント能力のある人  

（博士（後期）課程）  

 大学院理工学研究科博士課程では、大学の研究推進と研究者の育成を目指して、国際的

な幅広い見識および柔軟な思考能力も備えた豊かな学識を有する専門技術者及び研究者を

養成することを目的としています。  
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そこで、つぎのような入学者を求めます。  

 （1）本学での学修、研究を強く希望し、本学で自己成長、自己実現を成そうと希

 望する人  

  (2)大学院修士課程の修了者あるいは社会の第一線で活躍しており、高度な研究推

 進能力ある人  

  (3)創造的に新しい分野を積極的に開拓できる人  

  (4)工学倫理を遵守できる人  

  (5)文化の多様性を理解できる人  

  (6)外国語を含むコミュニケーション能力、プレゼンテーション能力およびマネジ

 メント能力のある人  

 教育課程の編成・実施方針に基づき、各学位課程にふさわしい授業科目を開設し、

教育課程を体系的に編成しているか。  

評価の視点  

 各学部・研究科において適切に教育課程を編成するための措置 

・教育課程の編成・実施方針と教育課程の整合性 

・教育課程の編成にあたっての順次性及び体系性への配慮 

・単位制度の趣旨に沿った単位の設定 

・個々の授業科目の内容及び方法 

・授業科目の位置づけ（必修、選択等） 

・各学位課程にふさわしい教育内容の設定 

＜学士課程＞初年次教育、高大接続への配慮 

教養教育と専門教育の適切な配置 

＜修士課程、博士課程＞コースワークとリサーチワークを適切に組み合わせた教

育への配慮等 

・教育課程の編成における全学内部質保証推進組織等の関わり 

 学生の社会的及び職業的自立を図るために必要な能力を育成する教育の適切な

実施 

 理工学研究科の授業科目の科目区分、必修・選択の別、単位数等は，大学院学習の手引

【資料 3-2】に明示し，理工学研究科における教育理念・目的に照らして必要な科目を適

切に開設している【資料 3-6】。科目は、前記したが、研究指導に直結した特別実験およ

び演習科目（リサーチワーク）と講義科目（コースワーク）を体系的に配置している。学

生が履修計画に沿って体系的に履修できるように、指導教員が学生に対して個別に履修指

導行っている。科目配置は，修士課程の場合、修了要件の 30 単位のうち、コースワーク
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が 18 単位で、リサーチワークが 12 単位である。博士（後期）課程は、各コースワーク

は 2 単位であるが、学位授与基準における研究業績をクリアするために、単位認定を行

わないリサーチワークの履修に大半を充てているが、両者のバランスは指導教員の指導の

下行われている。専門分野の高度化に対応して、理工学研究科における特論科目は、学士

課程教育の内容をより高度化している。ほとんどの授業科目は数名から十数名程度の少人

数教育であり、リサーチワークに関しては指導教員とほぼマンツーマン体制で行われてい

る。博士（後期）課程の学生には、将来の自律した研究者・教育者の養成のために、本年

度より「プレ FD 科目」の開講を始めた。これら、教育課程の編成は、全学的な組織であ

る教育イノベーションセンター及び大学院の専攻長会議、大学院教務委員会が中心となっ

て進めている。また、その質保証や各専攻の自己点検は、各専攻の専攻会議で行われ、毎

年度、8 月に報告することになっている。  

 大学院では研究活動が中心となり、従来型の専門のみの学修に集中することを避け、バ

ランスのとれた人材育成の目的から、教養リベラルアーツ系の共通科目、技術経営副専攻

プログラムを提供している。これらは、学生の社会的および職業的自立を図るために必要

な能力の育成教育の一つでもある。技術経営副専攻プログラムは、多様な知を結合・統合

し、イノベーションへと発展させる能力を持った人材の育成を目指すものである。本プロ

グラムは、本学の研究教育資源である「SIT 総合研究所の先端的な工学研究センター

群」，「技術経営教育の先駆的実績を持つ専門職大学院（2019 年 3 月廃止）の経験」，

「アジアを中心に研究交流・留学生支援実績のある国際交流センター」を有機的に結合さ

せた人材育成教育プログラムで 2009 年度より実施している。本プログラムは、図 1 に示

す 8 科目から構成されるもので，以下のようなカリキュラムを用意している。  

・シグマ型統合能力人材の育成を目指した「国際技術経営工学」、「国際インターンシッ

プ」、「先端工学・技術経営融合型ワークショップ」、「イノベーション・マネジメント

論」、「知的財産経営論」、「 International Marketing」、「マーケティング特論」。  

・大学院レベルの研究論文作成やプレゼンテーションを行うための英語力を養う

「Advanced Research Paper Writing & Presentation」。  

・「日本科学未来館」と連携し、科学の専門知識を学ぶ大学院生が、科学コミュニケーシ

ョンの実践を通じて市民の多様な「知」から、自身の研究および科学技術を社会に位置付

けて考えることを目的としたボランティアインターンシップ「科学コミュニケーション

学」。  

 このプログラムで展開する 9 科目群から 4 科目以上を終了した学生には「ビジネス開

発専攻」の認定証が授与される。なお、副専攻プログラムの目的等は規定化【資料 3-】

されている。上記の副専攻プログラムは、本学大学院の工学マネジメント (MOT)研究科の

教員が中心となって運営されてきたが、2019 年 3 月の MOT 研究科廃止に伴い、MOT 系

科目を理工学研究科の副専攻プログラム科目群に取り込み、副専攻科目プログラムを新た

に「技術経営副専攻プログラム」として充実・発展させた。新たにプログラムに追加した

科目は、「研究・開発と知的財産」、「生産マネジメント特論」、「 Introduction to 

Management for Engineers」、「 International Production Management」
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「Management of Intellectual Property」である。本副専攻プログラム科目より 4 科目

以上の単位を取得した学生は「技術経営副専攻」終了の認定書が授与される。  

 クロスカルチャー・エンジニアリング・プロジェクトはアクティブ・ラーニングの一つ

としての授業科目である。この授業科目は，チームのプロジェクト活動によって問題解決

を行うものであり，実際の社会問題（例えば，環境･エネルギー、健康･福祉、 ICT サー

ビスなど）を，異分野・異文化の混成チームにより、システム工学手法にもとづき、解決

策を追究していくものである。また、大学院においても、学部と同様、グローバル PBL

やインターンシップへの参加を奨励するために、本年度より、共通系科目群に単位の受け

皿科目として、「Advanced PBL」、「Advanced PBL II」、「Advanced 

Internship」、「Advanced Internship II」を配置した。上記の副専攻プログラム科目や

共通科目は、グローバルマインドを備えた専門と高度な教養のバランスの取れた技術者・

研究者の育成に対して益々重要となることから、今後も、整備・拡充を進める。なお、単

位の実質化のために、専門科目数の圧縮も行い、柔軟なカリキュラムの構築を現在進めて

いる。  

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

図１ 副専攻プログラム（2009 年～2020 年） 
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 学生の学習を活性化し、効果的に教育を行うための様々な措置を講じているか。 

評価の視点  

 各学部・研究科において授業内外の学生の学習を活性化し効果的に教育を行うた

めの措置 

・各学位課程の特性に応じた単位の実質化を図るための措置（１年間又は学期ご

との履修登録単位数の上限設定等） 

・シラバスの内容（授業の目的、到達目標、学習成果の指標、授業内容及び方法、

授業計画、授業準備のための指示、成績評価方法及び基準等の明示）及び実施（授

業内容とシラバスとの整合性の確保等） 

・学生の主体的参加を促す授業形態、授業内容及び授業方法 

・適切な履修指導の実施 

＜学士課程＞授業形態に配慮した１授業あたりの学生数 

＜修士課程、博士課程＞研究指導計画（研究指導の内容及び方法、年間スケジュ

ール）の明示とそれに基づく研究指導の実施 

・各学部・研究科における教育の実施にあたっての全学内部質保証推進組織等の

関わり 

 理工学研究科の年間の履修科目登録上限は原則として 20 単位 (研究指導科目は除く )と

しており、学生が無理な履修をしないように指導をしている。このことは，大学院学修の

手引および Web サイトにて学生に周知している。また、他専攻科目の履修に関しては、

指導教員が必要と認めた場合に最大 5 科目まで認めているが、講義科目により修了要件

に係る単位にとして認定されないことがあることを学生に指導している。また、本学と東

京海洋大学とは、大学院の交流を図るため、 2008 年に連携事業に関する協定を締結し、

その一つとして、2009 年度より大学院授業の単位互換を実施している。また、お茶の水

大学とは、2017 年度に大学院の交流を図るための事業に関する協定を締結し、大学院授

業の単位互換が可能となり、本学の大学院生にとって、講義選択の自由度が増え効率的に

学修が進められるようになっている。  

 授業内容・方法とシラバスの整合性については、学期末に実施する授業評価により行っ

ている【資料 3-8：授業アンケート結果】。また，授業内容・方法とシラバスの整合性を

含む授業の成果については、学期末に実施する授業評価により行っている【資料 3-8：授

業アンケート結果】。その結果を各教員は次年度の授業改善に利用している。 2019 年度

より、当年度の研究計画を学生がウェブサイト経由（Scomb）で入力するシステムの運用

を開始している。学生の単年度の研究計画の入力は必須であり、指導教員とともに研究の

進捗を確認できるようにした。このポートフォリオでは、研究計画の入力・確認以外に

も、講義の出欠状況、成績通知書、GPA 履歴や TOEIC スコアの推移の確認ができ、大

学院での学修の振り返りが行えるようになっている。なお、本ポートフォリオは本年 8

月より学生の保証人も確認することが可能となった。また、大学院生には、海外留学やイ

ンターンシップに関してのポートフォリオの作製も奨励している。研究指導の成果につい
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ては、年度末に学生の学会発表等の業績調査をし、その結果より判断している。授業評価

アンケートとは違った側面からの学習成果のフィードバック方法として、ラーニング・フ

ァシリテーターを通して教室や研究室の状況のヒアリングもしている。「ラーニング・フ

ァシリテーター（ＬＦ）制度」は、主に博士（後期）課程の大学院生の自律を促す目的で

2008 年度に導入し、大学院生の教育研究支援を行う制度である【資料 3-11】。  

 学生の主体的参加を促すアクティブ・ラーニングを講義にも積極的に導入することを専

攻長会議や大学院委員会を通して依頼している。典型的なアクティブ・ラーニングである

PBL 科目は、「クロスカルチャーエンジニアリングプロジェクト」および「クロスイノ

ベーションプロジェクト」の二つをシステム理工学専攻に展開している。各専攻独自の

PBL 科目の積極的な導入促進のため、昨年度より専攻長会議や大学院委員会を通して各

専攻に導入の依頼をし、現在、建設工学専攻で「 gPBL in Asia」や「gPBL in Europe」

等が開講されるようになったが、建設専攻以外にも PBL の積極導入を促すために、受け

皿科目として共通科目群に「Advanced PBL」、「Advanced PBL II」を本年度より配置

した。その結果、一部の専攻で、この受け皿科目を使った PBL の実施があった。  

 2017 年度より、講義科目は 100 分授業、14 週が基本となり、1 回の授業が 90 分から

10 分多くなったこと、さらには、クォーター制を取る講義科目もあることから、講義へ

の学生の主体的な参加を求めるアクティブ・ラーニングの要素が増加している。  

 研究指導計画に基づく研究指導・学位論文作成指導として、各課程では次のようにして

いる。修士課程では、前述した Scomb に学生が年度初めに研究計画を入力、そして、指

導教員と共に研究計画を確認し、研究の進捗を振り返る体制が整っている。博士（後期）

課程では入学試験の口頭試問で研究計画に関して試問している。入学試験の合格後に、指

導教員はそれを基に学生と打ち合わせをしながら研究計画を練り上げ、それに沿って研究

指導・学位論文作成指導を行っている。なお、授業および研究指導の受け方については、

大学院学修の手引に記載して学生に周知している。  

 本学は，2005 年度より、東南アジアのパートナー大学と連携 (ツイニング )し、修士課

程と博士（後期）課程を複合 (ハイブリッド )し実施する大学院国際共同教育プログラムで

あるハイブリッド・ツイニングプログラム  (HBT) 【資料 3-】を開始し，現在も継続して

いる。HBT におけるパートナー大学は、ベトナムのハノイ理工科大学とホーチミン市工

科大学、タイのキングモンクット工科大学トンブリ校とスラナリー工科大学、マレーシア

のマレーシア工科大学、インドネシアのバンドン工科大学とガジャマダ大学の７校であ

る。これらのパートナー大学とともに、2006 年 5 月に South East Asian Technical 

University Consortium (SEATUC)を結成し、年 1 回の国際シンポジウムの開催をはじ

めとし、メンバー校による包括的な交流事業も進めている。国際シンポジウムでは大学院

生の積極的な参加を促し，研究発表を奨励している。 2019 年３月にベトナム、ハノイの

ハノイ理工科大学で SEATUC シンポジウムでは、本学大学院生の参加者は 66 名であっ

たが、2020 年 2 月にタイのバンコクで開催を予定していたシンポジウムは、コロナ禍の

ため開催中止（投稿論文はウェブサイトへ掲載したため実際は開催扱い）した。2019 年

のシンポジウムから運営方法を刷新し、一部のセッションでは発表論文の査読をし、さら
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には、SEATUC Journal of Science and Technology というオンラインジャーナルを本学

が中心となって協定校間で立ち上げ、シンポジウムで発表された selected paper を掲

載・刊行する試みを始め、現在、第 2 巻の発行に向けて投稿論文の査読が進められてい

る。また、HBT の教育システムを利用することで、英語のみによる講義履修・研究指導

で修士課程を修了できる学生の受け入れを 2014 年度から始めている。なお、HBT のた

めに用意された英語専門科目は HBT や外国人学生でなくても受講でき、日本人学生の受

講も奨励している。  

 2017 度より、理工学研究科修士課程に、第７番目の専攻として、分野横断型の「国際

理工学専攻」を新設し、2019 年 3 月に第 1 回目の修了生 9 名を送り出している。本専攻

では、今まで既存専攻が行ってきた理工学に関する教育・研究を横断的に進めるのみなら

ず、高度教養教育も行い、高度な専門知識の習得と共に国際社会で必要とされる高度な知

識と能力を与え、本学の人材育成目標である「世界に学び世界に貢献するグローバル理工

学人材の育成」を実践する。なお、本専攻では、研究指導、講義、さらには研究発表すべ

てを英語で行うことを基本としている。  

 研究科における教育の実施やその質保証の確認は、全学的な組織である教育イノベーシ

ョン推進センターの協力の下、大学院では、各専攻の専攻会議及び専攻長会議が中心とな

って行っている。  

 

 成績評価、単位認定及び学位授与を適切に行っているか。  

評価の視点  

 成績評価及び単位認定を適切に行うための措置 

・単位制度の趣旨に基づく単位認定 

・既修得単位等の適切な認定 

・成績評価の客観性、厳格性を担保するための措置 

・卒業・修了要件の明示 

・成績評価及び単位認定に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証

推進組織等の関わり 

 学位授与を適切に行うための措置 

・学位論文審査がある場合、学位論文審査基準の明示・公表 

・学位審査及び修了認定の客観性及び厳格性を確保するための措置 

・学位授与に係る責任体制及び手続の明示 

・適切な学位授与 

・学位授与に関わる全学的なルールの設定その他全学内部質保証推進組織等の

関わり 
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 専門科目の成績評価基準はシラバスに明記しており、それらを基に担当教員により厳格

に成績の評価が行われている。また、シラバスの内容は 2016 度から複数の教員（専攻長

および専攻幹事を含む）が専門的内容を、また、事務的内容のチェックは事務部門で行う

ようになったため、毎年、複数の関係者がシラバスをチェックするシステムが構築されて

いる。成績に関して不服等を持つ学生には、成績開示後、 14 日間までの期間において質

問期間を設けている。研究指導科目については，学生の研究活動（ゼミにおける研究発表

や学会発表）を基に成績評価が行われている。本学以外で取得した単位（東京海上大学、

お茶の水大学、海外協定校）は大学院の教務委員会で単位認定の審議後、その結果は大学

院委員会で報告することになっている。また、修了要件は、毎年、構成員に配布する「大

学院学修の手引き」に掲載するとともに大学のホームページにも掲載している。  

 修士・博士の学位授与方針（ディプロマ・ポリシー）は，大学院の学修の手引きに掲載

するとともに、大学ホームページに公開し、課程修了に向けての達成指標を明確にしてい

る。各専攻は，このディプロマ・ポリシーを基に学位審査および修了認定を客観的に行

い、その結果は，速やかに理工学研究科長に報告されることになっている。なお、前述し

たが、ディプロマ・ポリシーを含む 3 ポリシーは、本年度、見直しを進めており、新た

なものは 2021 年度に開示する予定である。学位授与に関しては，ディプロマ・ポリシー

を公開することで、課程修了に向けての達成指標を明確にしている。ほとんどの専攻が学

会発表を学位授与基準にあげているので、学会発表回数および学会論文数が学習成果の測

定指標となっている。そこで、2009 年度より全学生について学会発表回数および学会論

文数の調査を行っている【資料 3-9：研究業績調査】。学生の自己評価・卒業後の評価

（就職先の評価、卒業生評価）に関しては、大学院修了時に学生満足度調査を実施してい

る。  

 学位授与に当たっては、各専攻（修士課程 7 専攻、博士課程 2 専攻）個別に学位論文

審査基準方針が詳細に定められ、この方針に沿って決定される。修士論文審査は、公聴会

形式で行われ、主査（指導教員）1 名と副査 2 名の 3 名全員の意見の一致を前提とし、最

終的な、学位授与は専攻会議で決定され、大学院委員会で報告される。また、博士論文審

査は、主査（指導教員）1 名および副査最低 4 名（内 1 名は外部機関の博士号保持者）に

よる審査委員会が立ち上げられた後、その委員会成立の可否を大学院委員会で審議し、成

立決定後、予備審査および最終審査の 2 回の審査後、審査委員全員の意見の一致の有無

を大学院委員会で報告、その後、審議し、最終的には投票によって学位授与が判断され

る。審査委員会での審査は、本年度より全ての専攻でルーブリックを用いて客観的に行う

ように整備が完了した。以下に、理工学研究科の、修士課程（電気電子情報専攻の例）お

よび博士（後期）課程（2 専攻）それぞれの学位審査基準を示す。なお、本基準は、芝浦

工業大学大学院学則に記載されており、大学のホームページからも閲覧可能であるが、入

学時には学則の冊子体が構成員全員に配布される。  

 

学位審査基準  

（修士課程（電気電子情報専攻の例））  
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次の基準を満たした人に修士 (工学 )の学位を授与します。   

・研究指導を受けた上、修士論文を作成・提出し審査に合格すること。なお、修士論文合

格の判定基準は以下の通りです。   

「提出された修士論文について、学会において  1 件以上の発表＊を実施した内容が盛り

込まれている、若しくは同等の成果＊＊が盛り込まれていること」   

＊：学会の大会・研究会、国際会議における発表、学会論文誌における論文、レターの掲

載等   

＊＊：特許等学会以外での成果、若しくは上記学会での発表・掲載に相当する内容    

 

（博士（後期）課程）  

１．地域環境システム専攻  

次の基準を満たした人に博士 (工学又は学術 )の学位を授与します。  下記の項目について  

5 段階評価で採点し、60％以上の得点により合格とします。   

(1) 専門性   

(2) 広範な教養   

(3) 業績   

(4) コミュニケーション能力   

 

２．機能制御システム専攻  

次の基準を満たした人に博士 (工学又は学術 )の学位を授与します。  本専攻において学位

を取得するには、学位論文の提出に加えて、以下の基準を満たすことが求められます。    

(1) 課程博士の学位審査基準  

①在籍期間   

本研究科博士後期課程に  3 年以上在籍し，所定の研究指導を受けていること。ただし，

優れた研究業績を挙げた者については，1 年以上在籍すればよいものとする。   

②研究業績   

(i) 在籍期間中に学協会の審査のある学術論文誌に第一著者として投稿し、掲載された論

文が原則として  2 編以上あること。ただし、同論文  2 編のうち  1 編は、審査のある国

際会議のプロシーディングス  2 編（第一著者）に替えることができるものとする。   

(ii) 論文誌掲載決定、国際会議発表決定のものは、それを証明する書類を添付すること。    

 

(2) 論文博士の学位審査基準   
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①大学を卒業後、研究開発業務を 5 年以上経験した者で、学協会の審査のある学術論文

誌に第一著者として投稿し、掲載された論文が  5 編以上あること。ただし、満期退学者

が再入学しないで博士の学位の授与申請を行うとき、審査が満期退学後  2 年以内に修了

する場合に限り、研究業績に関しては課程博士の審査基準を適用する。ただし、ダブルデ

ィグリー協定に基づく交換留学生に対しては、課程博士における研究業績についての規程

を学位審査基準として適用する。   

②論文誌掲載決定のものは、それを証明する書類を添付すること。  

 

 学位授与方針に明示した学生の学習成果を適切に把握及び評価しているか。  

評価の視点  

 各学位課程の分野の特性に応じた学習成果を測定するための指標の適切な設定 

 学位授与方針に明示した学生の学習成果を把握及び評価するための方法の開発 

≪学習成果の測定方法例≫ 

・アセスメント・テスト 

・ルーブリックを活用した測定 

・学習成果の測定を目的とした学生調査 

・卒業生、就職先への意見聴取 

 学習成果の把握及び評価の取り組みに対する全学内部質保証推進組織等の関わ

り 

 理工学研究科で展開される科目は、前記したが、研究指導に直結した特別実験および演

習科目（リサーチワーク）と講義科目（コースワーク）である。どちらの科目とも授業の

目的、達成目標、授業計画、評価方法と基準および使用教科書や参考書の情報が記載され

ている。学習成果の把握は、シラバスに記載されている評価方法と基準に従って行われる

が、リサーチワークでは指導教員に向けて行う複数回の研究等の報告、また、コースワー

クにおいては、複数回のレポートや小テストにより達成目標の到達度が評価されるように

なっている。前述したが、リサーチワークの集大成である、修士及び博士論文の審査は、

本年度より、全ての専攻において、ルーブリックを用いて客観的に進められるように整備

が完了した。また、学部で進められてきた学修ポートフォリオを大学院でも引き続き利用

ができるようになっているが、学生の学習成果を把握及び教員向けの評価利用のために、

必要に応じて、その内容の確認・改定の作業も進めている。  

 学修成果の測定や教員の指導方法の改善を目的として、講義の最終回には授業アンケー

トがとられ、担当教員に集計結果が返却されるため、今後の授業内容への反映が可能とな

っている。また、本学の教育イノベーション推進センターが中心となって、学修ポートフ

ォリオやリサーチポートフォリオのシステムが構築されている。学生は、オンラインベー

スで学修のポートフォリオを作成することにより学修の振り返りが行えるようになってい
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る。前述したが、大学院生向けには、海外での留学やインターンシップでは、ポートフォ

リオの作製を奨励している。  

 2016 度より、卒業生に向けて教育評価アンケートを開始した（実施企業数は 253

社）。卒業生には以下の 18 項目について、5 段階評価でもっとも気持ちに近いもの /あて

はまるものを選択するようになっている。なお、本アンケートへの回答は、web 上で出

来るようになっている。  

 ①大学教育を通して、理工学に必要な基礎知識を身につけることができた。  

 ②理工学に必要な基礎知識は、仕事の役に立っている /立った。  

 ③大学教育を通して、理工学に必要な専門知識を身につけることができた。  

 ④理工学に必要な専門知識は、仕事の役に立っている /立った。  

 ⑤大学生活を通して、技術者としての倫理観を身につけることができた。  

 ⑥技術者としての倫理観は、仕事の役に立っている /立った。  

 ⑦大学生活を通して、他者と相互理解できる基本的なコミュニケーション能力を

 身につけることができた。  

 ⑧他者と相互理解できる基本的なコミュニケーション能力は、仕事の役に立って

 いる /立った。  

 ⑨大学生活を通して、グローバル社会に対応できるコミュニケーション能力を身

 につけることができた。  

 ⑩グローバル社会に対応できるコミュニケーション能力は、仕事の役に立ってい

 る /立った。  

 ⑪大学生活を通して、協調性やチームワーク力を身につけることができた。  

 ⑫協調性やチームワーク力は、仕事の役に立っている /立った。  

 ⑬大学生活を通して、主体的な学修姿勢と計画性を身につけることができた。  

 ⑭主体性は、仕事の役に立っている /立った。  

 ⑮大学教育を通して、論理的思考力と解析能力、総合的問題解決力を身につけるこ

 とができた。  

 ⑯論理的思考力と解析能力、総合的問題解決力は、仕事の役に立っている /立った。  

 ⑰大学生活を通して、広い視野を身につけることができた。  

 ⑱広い視野は、仕事の役に立っている /立った。  

 

 また、本学で行われる就職関連の合同説明会時には、リクルーターに向けてアンケート

【証拠資料】への回答を依頼している。このアンケートは、本学が進める教育改革の一環

として学生満足度の向上に取組む中で、企業の求めている人材像を調査することが目的で
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あるが、合わせて、本学卒業生の社会での評価の把握や本学の教育改善につなげることも

目的としている。  

 

 教育課程及びその内容、方法の適切性について定期的に点検・評価を行っている

か。また、その結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

評価の視点  

 適切な根拠（資料、情報）に基づく点検・評価 

・学習成果の測定結果の適切な活用 

 点検・評価結果に基づく改善・向上 

 理工学研究科では，毎年 1 回，教育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施

方針の適切性等についての自己点検を研究科長および研究科長補佐が中心となって行い、

自己点検書作成し、これを大学ホームページに公表している。また、各課程各専攻でも、

年１回（例年７月）それぞれの教育目標，学位授与方針および教育課の編成・実施方針に

関する点検を大学院専攻長会議で各専攻長に依頼し、９月の専攻長会議までに、それらの

適切性についての報告書の提出を依頼している。  

 大学院全体の教育内容、方法、成果を検証する仕組みについては、 2015 年度より，学

部と同様，教務委員会（資料：大学院教務委員会規定）を発足させ，以下の事項について

は大学院教務委員会で審議し，大学院委員会に答申して最終決定するプロセスを導入し

た。   

 （1）大学院教育課程の関すること。  

 （2）授業および試験に関すること。  

 （3）単位認定に関すること。  

 （4）学生の表彰および単位認定に係る不正行為に関すること。  

 

 2015 年度から採用している大学院教育に関する決定プロセスのフロー（教育体制）を

図２に示す。なお、各専攻の個別の授業内容および方法の改善については、各専攻の専攻

会議で行われ、教務委員会で審議後、大学院委員会で報告されることになっている。さら

に、  FD 委員会や FD 講演会を定期的に開催して，授業の内容や方法の改善に向けて組

織的な研修も実施している。  
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図 2 大学院教育に関する決定プロセスのフロー  

 

 

 大学基準協会の認証評価による指摘事項へ対応しているか。  

 2018 年度に大学基準協会による認証評価が行われ、大学院理工学研究科に対して以下

4 点の指摘を受けた。これらの指摘に対して、理工学研究科、各専攻にて対応を検討し、

順次対応を進めている。全ての指摘事項に対する対応は本年度、完了する予定である（第

1 章及び 4 章の各項目でも対応の概要を明記している）。  

理工学研究科  

修士課程７専攻  

博士 (後期課程 )２専攻  

副専攻プログラム・共通科目  

【各専攻】  

教育研究目標の設定 

アドミッション・ポリシーの設定 

カリキュラム・ポリシーの設定 

ディプロマ・ポリシーの設定 

 

専攻会議において専攻の教育、運営

及びこれに関係ある事項を審議する 

（理工学研究科専攻会議規程） 

【理工学研究科修士課程・博士課程】 

教育研究目標の設定 

アドミッション・ポリシーの設定 

カリキュラム・ポリシーの設定 

ディプロマ・ポリシーの設定 

 

理工学研究科 

教務委員会  

 

・教育課程及び授

業に関する事項。 

・学外単位等認定

に関する事項。 

・その他教務に関

する事項。 

理工学研究科  

専攻長会議  

 

理工学研究科委員

会の付託を受け、

各専攻及び事務部

門の連絡・調整を

行う 

理工学研究科委員会  
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# 指摘事項 対応状況 

1 

改

善 

課

題 

修士課程国際理工学専攻及び博士

後期課程機能制御システム専攻で

は、学位授与方針に、修得すべき

知識、技能、能力など当該学位に

ふさわしい学習成果を示していな

いため、改善が求められる。 

機能制御システム専攻の学位授与方針

に「修得すべき知識、技能、能力な

ど」を当該学位にふさわしい学習成果

を記載した。国際理工学専攻について

は、専攻にて対応を進めている。 

2 

改

善 

課

題 

理工学研究科博士後期課程では、

学位授与方針及び教育課程の編

成・実施方針を授与する学位ごと

に設定していないため、改善が求

められる。 

理工学研究科博士後期課程にて、授与

する学位毎に方針を定めた。 

3 

改

善 

課

題 

課程ごとに学位論文の審査基準を

明確にしていないため改善が求め

られる。 

学位論文審査用のルーブリックが作成

されていない専攻のうち、一部の専攻

はルーブリックを作成済み。その他の

専攻についてはルーブリック作成を進

めている。 

4 

是

正 

勧

告 

課程ごとに研究指導計画として研

究指導の方法及びスケジュールを

定めていないため、これらを定め

あらかじめ学生に明示するよう是

正されたい。 

「修士および博士（後期）課程学位取

得のためのアセスメントポリシー」を

策定し、研究指導の方法及びスケジュ

ールを定め、学生に明示している。 

 

〈２〉長所・特色  

 理工学研究科では、人材養成に係る目的を基にディプロマ・ポリシー、カリキュラム・

ポリシーおよびアドミッション・ポリシーといった３ポリシーを設定している。また、各

専攻でも、理工学研究科の目的および 3 ポリシーを基に専攻独自のものを設定している

ため、授与される学位ごとに学位授与方針は明確にされている。また、理工学研究科で

は、専攻長会議および教務委員会議を通して、教育課程及びその内容、方法の適切性の確

認・点検を年 1 回実施し、大学院委員会で報告している。なお、理工学研究科及び各課

程各専攻の 3 ポリシーは、2018 年度の大学基準協会の認証評価時の指摘事項への対応及

び本学の SDGs の実践・達成の明確化のため本年度、改定作業を進めている。新たなも

のは 2021 年度に開示の予定である。  

 大学院では研究活動が中心となるが、従来型の専門のみの学修に集中することを避け、

専門と高度な教養のバランスのとれた人材育成の目的から、教養リベラルアーツ系の副専

攻プログラム、すなわち、シグマ型統合能力人材の育成を目指した科目等を「技術経営副
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専攻プログラム」や大学院の共通科目群に展開している。これらの科目は、「国際技術経

営工学」、「国際インターンシップ」、「先端工学・技術経営融合型ワークショップ」、

「イノベーション・マネジメント論」、「知的財産経営論」、大学院レベルの研究論文作

成やプレゼンテーションを行うための英語力を養う「Advanced Research Paper Writing 

& Presentation」、日本科学未来館と連携し、科学の専門知識を学び、大学院生が科学

コミュニケーションの実践を通じて市民の多様な「知」から、自身の研究および科学技術

を社会に位置付けて考えることを目的としたボランティアインターンシップ科目の「科学

コミュニケーション学」である。また、専攻独自の PBL やインターンシップの受け皿科

目を共通科目群に新たに導入した。これらは、学生の社会的および職業的自立を図るため

に必要な能力の育成教育の一つでもある。さらに、特に、博士（後期）課程学生向けに、

将来の自律した研究者・教育者の養成を目的として「プレ FD 科目」を新たに配置した。  

 本学は，東南アジアのパートナー大学と連携 (ツイニング )し、修士課程と博士（後期）

課程を複合 (ハイブリッド )し実施する大学院国際共同教育プログラムであるハイブリッ

ド・ツイニングプログラム  (HBT)を通じて、South East Asian Technical University 

Consortium (SEATUC)を結成し、年 1 回の国際シンポジウムの開催を初めとし、メン

バー校による包括的な交流事業も進めている。この一環として、 2019 年 3 月のシンポジ

ウムで発表された selected paper をオンラインジャーナルとして立ち上げ SEATUC 

Journal of Science and Technology に掲載し、第 1 巻を発行した。本年度は、第 2 巻発

行に向けての査読作業を進めている。本国際シンポジウムでは大学院生の積極的な参加を

促すとともに、渡航費の一部支援も行っている（2020 年 2 月開催を予定していたシンポ

ジウムはコロナ禍のため中止となった）。また、HBT の教育システムを使うことで、英

語のみによる講義履修・研究指導で修士課程を修了できる学生の受け入れを 2014 年度か

ら始めている。なお，HBT のために用意された英語専門科目は HBT の学生でなくても

受講でき，日本人学生の受講も奨励している。  

〈３〉問題点  

 大学院教育改革の一環として、修了学生や学生の就職先企業に、学生は大学で何を学ん

だのか、また、企業向けには、大学院でどういった教育が必要なのか等についてのアンケ

ートを始めている。また、教育目標に基づく教育過程の編成・実施方針の定期的な点検シ

ステムも構築されているが、さらに広く本学以外からの意見を広く聴取・反映できるよう

なシステムの構築が必要である。  

 毎年、構成員に配布している「大学院学修の手引」等が構成員にとって利用しやすいも

のかどうかの検証は、重要であるが、本年度も行っておらず、形式は昨年度のものをその

まま踏襲している。今後は、その検証を、学生アンケートを通して行う必要がある。成績

評価は、単発の試験やレポートのみで評価するのではなく、多元的な視点に立って評価を

する必要があるので、今後は、全教員の講義科目の評価方法の確認が必要である。  

 学部教育で導入された学修振り返りのための学生用 SIT ポートフォリオが、大学院生

用に拡大され、特に、修士課程学生の成績や TOEIC スコアの推移がウェブ経由で見ら
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れ、学修の振り返りができるようになったが、今後のさらなる改定、さらには、これを博

士課程学生向けに発展させるのかどうかの議論が必要である。  

 学生の学習成果を適切な把握および評価方法の点検・改善の目的で、 2017 年度卒業生

に向けて教育評価アンケートを開始し、一部集計が終了している。今後は、集計結果を分

析し学生の適切な学習成果の把握をすると共に評価方法の改善に繋げていく必要がある。  

〈４〉全体のまとめ  

 理工学研究科および各専攻では、それぞれ、人材養成に係る目的を基にディプロマ・ポ

リシー、カリキュラム・ポリシーおよびアドミッション・ポリシーといった３ポリシーを

設定し「大学院の学修の手引き」および大学のホームページに掲載し広く社会にも公表し

ている（3 ポリシーは、2018 年度の大学基準協会の認証評価時の指摘事項への対応及び

本学の SDGs の実践・達成の明確化のため本年度、改定作業を進めている）。また、教

育目標、学位授与方針および教育課程の編成・実施方針の適切性の検証に関して，将来に

向けた定期的な点検システムが構築されている。成績評価や学位授与に関しては、シラバ

スや学位授与方針や学位授与基準に明確に示されており、適正に成績評価や学位授与が行

われている。今後は、社会のニーズの変化に伴って教育目標も変更が必要となってくるた

め、連携企業等や卒業生の就職企業とも協働し，産学連携で教育目標等の定期的な点検シ

ステムの構築を進める。  

 大学院では研究活動が中心となり，従来型の専門のみの学修に集中することを避け、専

門と高度な教養のバランスのとれた人材育成の目的から、教養リベラルアーツ系の技術経

営副専攻プログラムを提供している。また、東南アジアのパートナー大学と South East 

Asian Technical University Consortium (SEATUC)を結成し、年 1 回持ち周りで国際

シンポジウムを開催し、大学院生には、このシンポジウムでの研究発表を奨励している

（2020 年 2 月に予定していたシンポジウムは、コロナ禍のため中止となった）。また、

東南アジアのパートナー大学の外国人学生の受け入れのために、英語のみによる講義の履

修で修士課程を修了できるシステムは既に構築済みである。なお，英語専門科目の履修

は、日本人学生にも奨励している。  

 2017 年度に第 7 番目の専攻として開設した「国際理工学専攻」は研究指導、講義、さ

らには研究発表すべてを英語で行うことを基本とする。本専攻では、今まで既存専攻が行

ってきた理工学に関する教育・研究を横断的に捉え、さらに、高度教養教育も行い、高度

な専門知識の習得と共に国際社会で必要とされる高度な知識と能力を与え、本学の人材育

成目標である「世界に学び世界に貢献するグローバル理工学人材の育成」を実践する。  

 

〈６〉基礎要件確認シート  

７ 学位授与方針（ＤＰ）及び教育課程の編成・実施方針（ＣＰ）の公表  
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研究科等名称  

（研究科は学位

課程別）  

公表の有無  

（ＤＰ）  

公表の有無  

（ＣＰ）  

根拠となる資料  

理 工 学 研 究 科

(修士課程 ) 

○  ○  大学 Web サイト教育研究上の目的・理

念・ポリシー  

URL は下記の同研究科・専攻を参照  

 

第 1 章理念・目的 /〈５〉根拠資料一覧 / 

２  研究科における教育研究上の目的

の学則等への規定及び公表  

電気電子情報工

学専攻  

○  ○  同上  

 

 

材料工学専攻  ○  ○  同上  

 

応用化学専攻  ○  ○  同上  

 

機械工学専攻  ○  ○  同上  

 

建設工学専攻  ○  ○  同上  

 

システム理工学

専攻  

○  ○  同上  

 

国際理工学専攻  ○  ○  同上  

 

 

研究科等名称  

（研究科は学位

課程別）  

公表の有無  

（ＤＰ）  

公表の有無  

（ＣＰ）  

根拠となる資料  

博士 (後期 )課程  

  

○  ○  大学 Web サイト 教育研究上の目的・理

念・ポリシー  

URL は下記の同研究科・専攻を参照  
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第 1 章理念・目的 /〈５〉根拠資料一覧 / 

２  研究科における教育研究上の目的

の学則等への規定及び公表  

地域環境システ

ム専攻  

○  ○  同上  

 

機能制御システ

ム専攻  

 

 

 

○  ○  同上  

 

 

10 卒業・修了要件の設定及び明示  

 

研究科等名称  

（研究科は学位

課程別）  

卒業・修了  

要件単位数  

既修得認定等（※） 

の上限単位数  

卒業・  

修了  

要件の  

明示  

有無  

根拠となる資料  

理 工 学 研 究 科

(修士課程 ) 

30 単位以上  10 単位を限度  ○  201920 年度芝浦工業大学

大学院院学則第 15 条、同

第 16 条、同第 17 条、同第

20 条  

博士 (後期 )課程  2 単位  10 単位を限度  ○  2020 年度芝浦工業大学大

学院院学則第 15 条の２、

同第 16 条、同第 17 条、同

第 20 条の２  

 

11 研究指導計画及び学位論文審査基準の明示（修士・博士課程）  

研究科等名称  

（学位課程別） 

研究指導計画  

の明示  

根拠となる資料  学位論文審査  

基準の明示  

根拠となる資料  

理工学研究科  

博士前期課程  

◯  修士および博士

（後期）課程学位

取得のためのア

セスメントポリ

シー  

○  2020 年度学修の手

引（理工学研究科）

pp.9-13 
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理工学研究科  

博士後期課程  

○  修士および博士

（後期）課程学位

取得のためのア

セスメントポリ

シー  

○  2020 年度学修の手

引（理工学研究科）

pp.14-16 
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第 5 章  学生の受け入れ  

〈１〉現状説明  

 学生の受け入れ方針を定め、公表しているか。  

評価の視点  

 学位授与方針及び教育課程の編成・実施方針を踏まえた学生の受け入れ方針の適

切な設定及び公表 

 下記内容を踏まえた学生の受け入れ方針の設定 

・入学前の学習歴、学力水準、能力等の求める学生像 

・入学希望者に求める水準等の判定方法 

 大学院理工学研究科において、本学の教育理念および目的に適合する学生を受け入れる

ために、アドミッション・ポリシーを明文化し、受験生向けに大学院募集要項の冒頭に明

示している。加え、本学 Web ページで公開している。  

 さらに、2016 年度にはアドミッション・ポリシー、ディプロマ・ポリシーの改訂とカ

リキュラム・ポリシーの制定を行い【資料 5-1】、大学 web ページ他で公開した。これら

3 つのポリシーにより、受け入れから在学中の学修指針、学位授与に必要な能力を明示

し、志願者の受け入れ方針だけでなく、入学後に学生に求められる学修行動と到達目標を

あらかじめ理解できるようにした。なお、大学院理工学研究科の 3 つのポリシーは、グ

ローバル社会に対応できるコミュニケーション能力を重視する点などを明示した内容に改

定し、2021 年度公開に向けて準備を進めている。  

 大学院理工学研究科での受け入れ方針は、大学 web サイトや募集要項にて、公表、周

知している【資料 5-2】。  

 入学者選抜方法には学科推薦（推薦入試）、一般入試、特別入試がある。上記アドミッ

ション・ポリシーにもとづき、それぞれの選抜方法を実施し、多様な学生の受け入れを図

っている。  

 学科推薦（推薦入試）では、GPA による成績評価に基づく推薦基準を設け、専攻内に

よる面談等を実施している。合否の判定は、各専攻が設定している基準に従って実施して

いる。  

 一般入試については、2018 年度までは、各専攻が設定している専門基礎科目や専門科

目の筆記試験と面接試験を実施してきたが、 2019 年度実施の一般入試から、書類審査と

口述試験による方式に変更した。合否の判定は、専攻が設定している基準（ルーブリッ

ク）により受験者の能力や資質を評価して行っている。  
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 特別入試には、外国人特別入試と社会人特別入試の２種類がある。外国人特別入試は、

日本語で受験する形態と英語で受験する形態（英語修学コース）がある。合否の判定は、

各専攻が設定している基準（ルーブリック）に従って実施している。  

また、2014 年度より独立行政法人国際協力機構の事業である「アフリカの若者のための

産業人材育成イニシアティブ」（ABE イニシアティブ）によりアフリカ人留学生を修士

課程学生として受け入れている。さらに、2016 年度より同機構事業である「イノベーテ

ィブ・アジア」によりアジアのトップレベルの大学から修士課程、博士課程の学生を受け

入れている。  

 

 学生の受け入れ方針に基づき、学生募集及び入学者選抜の制度や運営体制を適切

に整備し、入学者選抜を公正に実施しているか。  

評価の視点  

 学生の受け入れ方針に基づく学生募集方法及び入学者選抜制度の適切な設定 

 授業その他の費用や経済的支援に関する情報提供 

 入試委員会等、責任所在を明確にした入学者選抜実施のための体制の適切な整備 

 公正な入学者選抜の実施 

 入学を希望する者への合理的な配慮に基づく公平な入学者選抜の実施 

 大学院理工学研究科では、アドミッション・ポリシーに沿った学生を選抜している。大

学院理工学研究科における入試運営については、理工学研究科長、理工学研究科長補佐、

修士課程及び博士（後期）課程の専攻長から構成される大学院専攻長会議において運営方

針や実施内容・体制等を検討し、決定している。  

 学費、奨学金などの経済的に支援に関する情報提供は、大学 web サイトにて、公表、

周知している【資料 5-3】。  

 Web（オンライン）出願システムを、2019 年度から国内の受験生を含むすべての受験

生の出願において導入し、出願手続きの利便性を高めている。また、本システムは、コロ

ナ禍において、その有効性をさらに高める結果となった。  

全ての入試における合否判定は、各専攻が合否判定基準（ルーブリック）に従って厳正に

合否判定を行った後、大学院専攻長会議にて最終的な合否判定を行い、大学院理工学研究

科委員会に報告するシステムになっている。  

 

 適切な定員を設定して学生の受け入れを行うとともに、在籍学生数を収容定員に

基づき適正に管理しているか。  

評価の視点  

 入学定員及び収容定員の適切な設定と在籍学生数の管理 
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＜学士課程＞ 

・入学定員に対する入学者数比率 

・編入学定員に対する編入学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

＜修士課程、博士課程＞ 

・収容定員に対する在籍学生数比率 

・収容定員に対する在籍学生数の過剰又は未充足に関する対応 

 大学院修士課程及び博士（後期）課程の入学定員については、2018 年度以前は、入学

定員比率が恒常的に超過状態にあったため、 2019 年度から修士課程の定員（入学定員・

収容定員）を 365 人から 470 人に増加し、博士（後期）課程の定員を 18 人から 27 人に

増加した。  

2020 年 4 月入学の修士課程入学者の入学定員比率は 1.06 であり、10 月入学者数を合わ

せても適正な水準にあると見込んでいる。博士（後期）課程については、2020 年 4 月入

学の入学者の入学定員比率は 0.78 であるが、10 月の入学者数を合わせると適正な水準に

なると見込んでいる。  

 

 学生の受け入れの適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、そ

の結果をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

評価の視点  

 適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

 点検・評価結果に基づく改善・向上 

 大学院における入学者選抜方法は、毎年度、理工学研究科長、理工学研究科長補佐、修

士課程及び博士（後期）課程の専攻長が出席する大学院専攻長会議にて、入学試験に関わ

る点検・評価を行っている。この点検・評価をもとに、各専攻において、アドミッショ

ン・ポリシーに照らし合わせ、次年度の方針や運営方法を検討し、入試を実施している。  

〈２〉長所・特色  

 2019 年度に実施する入試から、書類審査と口述試験による方式に変更した。この変更

により、一元的な筆記試験の評価のみに左右されることなく、受験生の能力と資質をより

的確に評価できるようになった。また、コロナ禍において、Web 会議システムを用いた

オンラインによる口述試験を行うことで、遠隔での入試を可能とした。  
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 修士課程入学者の女子学生の比率は年々上昇傾向にあり、 2016 年度は 11.0％であった

が、2020 年度は 14.1％となっている。2020 年度における修士課程在籍者に占める女子

の割合は 14.8％、博士（後期）課程在籍者に占める女子の割合は 27.9%となっている。  

  本学大学院の入学時期については、通常の春期入学（4 月入学）だけではなく、秋期

入学（10 月入学）も設定し、入学試験を実施している。 10 月入学という海外に合わせた

入試形態により、海外から本学を受験する留学生が年々増加している。 2020 年度におけ

る修士課程在籍者に占める留学生の割合は 10.7%、博士（後期）課程在籍者に占める留学

生の割合は 55.8%となっている。  

 

〈３〉問題点  

SGU の目標値の一つである外国人留学生の受け入れ増加という点においては、修士課程

および博士（後期）課程に正規入学する留学生の人数をさらに増加する必要がある。博士

（後期）課程については、2019 年度から外国人留学生に対する奨学金制度の拡充を行

い、優秀な学生の受け入れ促進を図っている。今後の課題として、修士課程の留学生の増

加を促進する方策の検討が挙げられる。  

社会人特別入試を実施して、社会人の受け入れも積極的に実施しているが、 2020 年度に

おいては、修士課程在籍者が 2 名（総在籍者の 0.20%）、博士（後期）課程在籍者が 21

名（総在籍者の 24.4%）となっている。今後、修士課程において社会人の受け入れを促進

する方策の検討が課題である。  

〈４〉全体のまとめ  

 修士課程および博士（後期）課程にて設定したアドミッション・ポリシーに沿って、学

生受け入れを実施することができた。適正な定員管理という点の問題も 2019 年度定員増

を行うことによりほぼ解消できている。2019 年度から導入した新たな入試方式により、

受験生の能力と資質をより的確に評価できるようになり、コロナ禍におけるオンライン

（遠隔）入試にも対応できている。  

 このようなことから、大学院における学生の受け入れについては、定期に点検・評価を

行い、適切な定員管理を行える体制が整備されていると評価する。  

 

〈５〉根拠資料一覧  

 資料 5-1  芝浦工業大学 Web ページ：大学院理工学研究科 教育研究上の目的・

理念・ポリシー  

https://www.shibaura-it.ac.jp/faculty/graduate/   



 

35 

 資料 5-2  芝浦工業大学 Web ページ：大学院入試 募集要項  

https://www.shibaura-it.ac.jp/examinee/graduate/guideline.html  

 資料 5-3  芝浦工業大学 Web ページ：大学院 学費・奨学金  

 https://www.shibaura-it.ac.jp/examinee/graduate/tuition.html  

 

〈６〉基礎要件確認シート  

12 学生の受け入れ方針（ＡＰ）の公表  

研究科等名称  

（研究科は学位課程別） 

公表  根拠となる資料  

理工学研究科  

(修士課程 ) 

○  大学 Web サイト 教育研究上の目的・理念・ポリシ

ー大学院理工学研究科  

URL は下記の同研究科・専攻を参照  

 

第 1 章理念・目的 /〈５〉根拠資料一覧 / ２ 研究科

における教育研究上の目的の学則等への規定及び公

表  

博士 (後期 )課程  ○  同上  

 

 

13 定員管理  

研究科等名称  収 容 定 員

充足率  

入 学 定 員

充 足 率 の

５年平均  

根拠となる資料  

理工学研究科 (修士課程 )  1.35  1.26 大学基礎データ（表３） 

 

研究科等名称  収 容 定 員

充足率  

入 学 定 員

充 足 率 の

５年平均  

根拠となる資料  

理工学研究科博士 (後期 )

課程  

 1.40  1.13 大学基礎データ（表３） 
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第 6 章  教員・教員組織  

〈１〉現状説明  

 大学の理念・目的に基づき、大学として求める教員像や各学部･研究科等の

教員組織の編制に関する方針を明示しているか。  

評価の視点  

 大学として求める教員像の設定 

・各学位課程における専門分野に関する能力、教育に対する姿勢等 

 各学部・研究科等の教員組織の編制に関する方針（分野構成、各教員の役割、連

携のあり方、教育研究に係る責任所在の明確化等）の適切な明示 

 大学院授業担当者に求める能力・資質については、大学院設置基準に定められた条件を

ベースとして、芝浦工業大学専任教員人事規程【資料 6-1】に定めており、芝浦工業大学

教員任用手続規程【資料 6-2】に沿った運用を実施している。さらに、教員の資質向上に

向けて、5 年に一度の教員の資格再審査【資料 6-3】を実施している。資格再審査におい

て、資格再審査結果が不適格な場合は、不適格になった年度の 3 年後に再度受審しなけ

ればならない。このように、大学院理工学研究科において教員の資質向上を図っている。

また、大学院理工学研究科では、2005 年度より東南アジア協定校 4 ヶ国 7 大学から優秀

な留学生を受け入れる Hybrid Twining Program、2014 年度より「国境なき科学（ブラ

ジル）」と「アフリカの若者のための産業人材育成イニシアティブ（African Business 

Education Initiative for Youth（ABE イニシアティブ））」、2017 年度よりアジア諸国

の高度産業人材の育成とイノベーションの促進を実現することを目的とした「イノベーテ

ィブ・アジア事業」等から多数の留学生を受け入れてきた。英語で開講している授業のみ

で修了要件を満たすカリキュラムも配置している。さらに、 2017 年度より英語で開講し

ている授業のみで修了要件を満たす必要のある、国際理工学専攻を新たに設置している。

そのため、教員には英語での授業開講【資料 6-4】およびその能力を求めている【資料 6-

5】。  

 図 1 に，大学院理工学研究科の課程構成図を示す。大学理工学研究科は修士課程およ

び博士（後期）課程の 2 課程を有し，修士課程は 7 専攻、博士（後期）課程は 2 専攻で

構成されている。各専攻とも特徴的な分野にて組織化されている。また、大学院理工学研

究科の組織図の概要を図 2 に示す。大学執行部と学部長・研究科長が一同に集まり開催

される学部長・研究科長会議【資料 6-6】が、原則毎月開催され、大学方針の決定や実施

方法の検討、大学全体での連携・調整を行っている。学部長・研究科長会議の方針を受

け、大学院理工学研究科では専攻長会議【資料 6-7】を原則毎月開催して、連絡・調整  

(審議事項あり )を実施し、大学院理工学研究科委員会【資料 6-8】にて最終決議するプロ

セスを導入している。各専攻は、専攻毎に異なるが年 4 回～月 1 回の頻度で専攻会議

【資料 6-9】を開催し、カリキュラム内容や授業手法の改善等を検討・議論している。ま
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た、（1）教育課程及び授業に関する事項、（2）学外単位等認定に関する事項、（3）そ

の他教務に関する事項の三つの事項は大学院教務委員会【資料 6-10】で審議し、専攻長

会議の議を経て大学院理工学研究科委員会に答申し最終決議している。また、大学院教務

委員会には事務職員による委員も配置され、理工学研究科における教育マネジメントにも

参画している。さらに、大学院 FD 委員会や大学院 FD 講演会を開催し、授業の内容や授

業手法の改善に向けて組織的な研修も実施している。  

 

図 1 大学院理工学研究科の課程構成図  

  

図 2 大学院理工学研究科における組織図の概要  
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 教員組織の編制に関する方針に基づき、教育研究活動を展開するため、適切に教

員組織を編制しているか。  

評価の視点  

 大学全体及び学部・研究科等ごとの専任教員数 

 適切な教員組織編制のための措置 

・教員組織の編成に関する方針と教員組織の整合性 

・各学位課程の目的に即した教員配置 

・国際性、男女比 

・特定の範囲の年齢に偏ることのないバランスのとれた年齢構成への配慮 

・教育上主要と認められる授業科目における専任教員（教授、又は准教授）の適

正な配置 

・研究科担当教員の資格の明確化と適正な配置 

・教員の授業担当負担への適切な配慮 

 教養教育の運営体制 

 大学院理工学研究科の専任教員については、修士課程における教員構成を【資料 6-

11】に、博士（後期）課程における教員構成を【資料 6-12】に示す。修士課程所属の教

員は、M〇合教員が 225 名、M 合教員が 34 名で、合計 259 名である。また、博士（後

期）課程の教員は、D〇合教員が 224 名、D 合教員が 31 名で、合計 255 名である。教員

は基本的に学部・大学院の教育を兼務している。ただし、 2016 年度より大学院専任教員

が採用されており、2020 年度現在 1 名専任教員が所属している。さらに、SIT 総合研究

所所属の教員が 2020 年度現在 2 名所属しており、大学院教育に携わっている。また、

2020 年度は、女性教員 41 名、外国人教員 18 名である。2015 年度より国際化を図るた

め大学院理工学研究科所属の外国人教員および女性教員数の向上を積極的に実施してお

り、前年度と比較して約 1％程度改善している。  

 大学院理工学研究科の教員組織編成において、各専攻会議にて研究分野や授業科目内

容、教員の編成等を考慮し、大学院教員資格（○合、合）取得者の選出・選考や大学院教

員資格の昇格（合→○合）を決定している。その後、大学院教員資格審査委員会により大

学院教員の資格を有するに値するか、また昇格可能かを審議し、最終的な議決機関として

大学院理工学研究科委員会にて大学院教員の資格有無を判断する。  

 

 教員の募集、採用、昇任等を適切に行っているか。  

評価の視点  

 教員の職位（教授、准教授、助教等）ごとの募集、採用、昇任等に関する基準及

び手続の設定と規程の整備 
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 規程に沿った教員の募集、採用、昇任等の実施 

 大学院理工学研究科における教員資格（○合、合）の基準等については、芝浦工業大学

大学院理工学研究科専任教員資格審査等規程【資料 6-3】や同細則にて手続きや要件、審

査基準等を明示している。また、既に資格を有している教員の再資格審査等についても併

せて明示している。この規程に則り、大学院教員の資格審査が年度 2 回（春期任用、秋

期任用）実施している。  

 

 ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動を組織的かつ多面的に実施し、

教員の資質向上及び教員組織の改善・向上につなげているか。  

評価の視点  

 ファカルティ・ディベロップメント（ＦＤ）活動の組織的な実施 

 教員の教育活動、研究活動、社会活動等の評価とその結果の活用 

 大学院理工学研究科における FD 活動としては、毎月開催される大学院 FD 委員会や定

期的に開催される大学院 FD 講演会（年 2 回程度）の他に、教育イノベーション推進セン

ターを拠点とした大学全体の教育 FD 活動を組織的かつ多面的に実施している。大学院理

工学研究科における教育活動や研究活動等は、教員データベースや教員業績システムを利

用して学外・学内に公開されており、教育・研究の資質向上に努めている。  

 

 教員組織の適切性について定期的に点検・評価を行っているか。また、その結果

をもとに改善・向上に向けた取り組みを行っているか。  

評価の視点  

 適切な根拠（資料、情報）に基づく定期的な点検・評価 

 点検・評価結果に基づく改善・向上 

 大学院理工学研究科では、修士課程・博士 (後期 )課程の全専攻において毎年度自己点

検・評価を実施し、各専攻で PDCA サイクルを回し、改善を行っている。加え、各専攻

の自己点検・評価を基礎とし、理工学研究科長と理工学研究科長補佐が理工学研究科全体

の自己点検・評価を行い、大学院全体の PDCA サイクルを回し、継続的に改善を行って

いる。  

〈２〉長所・特色  

1）教員および教員組織改善の PDCA サイクル  

 各学期末に実施する授業自己評価アンケートにより、学生自身で授業の達成度の振返り

を行うと共に、授業内容・方法やシラバスの整合性などの授業の成果について、各教員は

次年度の改善に利用する。さらに、研究指導の成果について、年度末に学生の学会発表等

の業績調査を実施し、研究成果の確認を行っている。また、ラーニング・ファシリテータ
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ー（LF）制度【資料 6-13】を導入しており、LF による授業や研究室での研究状況のヒ

アリングを通して、授業自己評価アンケートとは違った側面からの学習成果のフィードバ

ックも実施している。LF 制度とは、2008 年度に創設され、修士課程と博士（後期）課程

の大学院生を採用して大学院の教育研究支援を行うことを目的とした制度である。   

 

2) 副専攻所属  

 大学院理工学研究科の教員は主専攻に所属するだけはなく、学際領域の研究を実施する

に当たり主専攻以外の学生の指導が実施できるよう、主専攻以外に副専攻所属して学生指

導ができる。これにより、学生にとっても専門以外の教員からの指導により、知識の幅や

視野が広がる利点がある。  

 

3) 教職学協働による教育改革  

 芝浦工業大学では、全学的な教育改革・改善活動を推進する教育イノベーション推進セ

ンターを中心に教育システムの検証と分析、開発、教育改革に関する提案等の活動を行っ

ている。また、本学が 2014 年度に採択された大学教育再生加速プログラムの事業計画

「体系的・組織的なアクティブ・ラーニング」「学修成果の可視化と学生の学修時間の保

証」「教育改革推進体制の強化」の中で課題の抽出と短期・中長期の達成目標策定を行

い、大学院理工学研究科も参画し教育改革の実現に向けた活動を計画的に行っている。こ

れらの活動には、教員だけではなく職員も参画し、スタッフ・ディベロップメント

（SD）の観点からも、さらに実際に教育を受ける学生の視点・観点も取り入れるため教

職学協働で大学教育の改善・改革を行っている。これにより、本学では教育改革の一助と

して、教職学協働によるワークショップ等を実施している。  

 

4) 外国人専任教員の採用及び大学院教員資格付与について  

 芝浦工業大学では、2018 年度より学部のグローバル化を一層の推進、研究の活性化を

目的として外国人専任教員を採用している。採用された教員は、理工学研究科修士課程お

よび博士（後期）課程の教員資格を付与し、研究の活性化に寄与している。  

 

〈３〉問題点  

1）専任教員の負担増  

 教員は学部・大学院を兼任しているため、学部・大学院の授業担当コマ数が多く負担増

となっている。単位の実質化の観点からも鑑み、科目数削減に関する検討を開始し、

2017 年度の 785 科目から 2019 年度には 499 科目への削減を実施した。さらなるカリキ

ュラムの適正化の検討により、科目数削減を検討している。さらに、 2015 年度より大学

院専任教員の採用も開始しており、専任教員の負担軽減およびそれに伴う教育の質向上の
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取り組みを実施している。また、2020 年度（2020 年 5 月 1 日現在）は本学大学院にて

154 名の留学生を受け入れているが、受け入れ可能な教員が限られてきており、留学生を

受け入れることができる教員の拡充も望まれている。  

 

2）大学院生のためのスペースの確保  

 理工学研究科では、2018 年度に約 30％であった進学率を、2027 年度には 60％へ増加

させることを目標にしている。中・長期的に、大学院生数に対する、実験室スペースが大

幅に不足することが予測できる。2023 年竣工予定の新校舎等において、大学院生のため

の教育・研究スペースの確保を検討している。  

〈４〉全体のまとめ  

 上記の通り、教員に求める能力および資質は明確に示せており、かつ授業自己評価アン

ケートや LF による学習成果等のフィードバック、教職学協働によるワークショップ等に

よる教員の改善活動のための PDCA サイクルも適切に機能している。また、大学院理工

学研究科における各組織は不足なく構成できており、かつ大学執行部および学部等の他の

組織との連携も実行できている。さらに、組織改善活動のための PDCA サイクルも適切

に回すことができている。今後も、これらの活動を継続して実施していくことが望まれ

る。ただし、教員は学部・大学院を兼任しているため、学部・大学院の授業担当コマ数が

多く、かつ近年増加している留学生の対応など負担が増えている。単位の実質化の観点か

らも鑑み、科目数削減に関する検討や、大学院専任教員の採用などを開始し対応をしてい

るところである。また、2018 年度に約 30％である進学率を、2027 年度には 60％へ増加

させることを目標にしており、進学率が増加しつつある。これにより、大学院生数に対す

る、実験室スペースが大幅に不足しつつある。これについては、新校舎の建設を開始して

おり、大学院生のためのスペース確保を検討している。  

 

〈５〉根拠資料一覧  

 資料 6-1：芝浦工業大学専任教員人事規程  

 資料 6-2：芝浦工業大学教員任用手続規程  

 資料 6-3：芝浦工業大学大学院理工学研究科専任教員資格審査等規程  

 資料 6-4：英語の開講科目一覧  

 資料 6-5：教員公募要領（専任用）【雛形】  

 資料 6-6：芝浦工業大学学部長・研究科長会議規程  

 資料 6-7：芝浦工業大学大学院理工学研究科専攻長会議規程  
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 資料 6-8：芝浦工業大学大学院理工学研究科委員会規程  

 資料 6-9：芝浦工業大学大学院理工学研究科の専攻長に関する規程   

 資料 6-10：芝浦工業大学大学院理工学研究科教務委員会規程  

 資料 6-11：2020 年度大学院理工学研究科修士課程教員一覧  

 資料 6-12：2020 年度大学院理工学研究科博士（後期）課程教員一覧  

 資料 6-13：芝浦工業大学ラーニング・ファシリテーター規程  

〈６〉基礎要件確認シート  

14 設置基準上必要専任教員数の充足  

研究科等名称  総数  教授数  研究指導  

教員数* 

研究指導  

補助教員数* 

根拠となる資料  

理工学研究科 (修士課程 ) ○  ○  225 34 大学基礎データ

（表１）  

 

*教員数を記入  

電気電子情報工学専攻  ○  ○  50 7 

材料工学専攻  ○  ○  16 2 

応用化学専攻  ○  ○  13 0 

機械工学専攻  ○  ○  37 4 

建設工学専攻  ○  ○  49 4 

システム理工学専攻  ○  ○  48 13 

国際理工学専攻  ○  ○  12 4 

 

14 設置基準上必要専任教員数の充足  

研究科等名称  総数  教授数  研究指導  

教員数* 

研究指導  

補助教員数* 

根拠となる資料  

博士 (後期 )課程  ○  ○  224 31 大学基礎データ

（表１）  

*教員数を記入  

地域環境システム専攻  ○  ○  98 4 

機能制御システム専攻  ○  ○  126 27 

 

15 ファカルティ・ディベロップメントの実施  

学位課程種類  実施有無  根拠となる資料  

修士課程・博士課程  ○  資料 6-14_大学院理工学研究科ＦＤ委員会資料  
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第 12 章  産学連携活動  

〈１〉現状説明  

 修士課程、博士（後期）課程の教育研究における産学連携活動は研究分野・専攻によっ

て取り組みに差があり、特に連携が活発な専攻としては建設工学専攻が挙げられる。  

建設工学専攻では、「産学」に公的機関の「官」、市民の「民」を加え、「産学官民」の連

携を多面的に展開し、具体的には、企業や公的機関での学生インターンシップ、企業や公

的機関などの専門家を招聘して実施する特別講義、企業や公的機関との共同研究、市民、

公的機関、企業などと連携したまちづくり・地域活動を行っている。  

〈２〉長所・特色  

 建設工学専攻での産学連携活動は、その分野の特性を生かし、市民、公的機関、企業な

どと連携したまちづくり・地域活動について、各研究室において多様な活動が展開するこ

とができている。  

〈３〉問題点  

 修士課程、博士（後期）課程の教育研究における産学連携活動は研究分野・専攻により、

連携のし易さに差が大きく、建設工学専攻の様に連携のし易い分野ではその教育研究に役

立てているものの、連携のし難い他の分野においては、その活用方法の検討は課題となる。  

〈４〉全体のまとめ  

 上記の通り、理工学研究科における産学連携活動については、分野により差があり、連

携が難しい分野については、その活用方法について今後も継続して検討が必要となる。  

〈５〉根拠資料一覧  

・芝浦工業大学 Web シラバス（インターンシップ科目）  

http://syllabus.sic.shibaura-it.ac.jp/syllabus/2020/din/120814.html?y=2020&g=500 
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第 13 章  芝浦工大の SDGs への挑戦 “Strategy of SIT to promote SDGs” 

〈１〉現状説明  

 2020 年度より、修士課程の各専攻で実施する授業科目について、その教授内容と SDGs

で目標との関連をマッピングし、履修者に対して、学修する内容と SDGs との関連につい

て把握できるようにしている。  

〈２〉長所・特色  

 上記の取り組みは、修士課程の授業を履修する学生に対して、学修する内容が自身の研

究分野に閉じたものではなく、その先には SDGs として掲げられている「持続的な開発目

標」に繋がるということの理解を助け、学生の視野を広げることを意図している。  

〈３〉問題点  

 現状、各専攻の授業科目と SDGs とのマッピング情報は各シラバスに記載することで、

履修者に情報を開示している。しかしながら、本取り組みがどの程度履修者に認識されて

いるかは不明であり、より広く認知されるための方法を検討する必要がある。  

〈４〉全体のまとめ  

 上記の取り組みは、2020 年度より開始したものであり、その認知度合いや授業と SDGs

との関連についての理解促進については、継続して検討していく必要がある。  

〈５〉根拠資料一覧  

・芝浦工業大学 Web シラバス（修士課程）  

http://syllabus.sic.shibaura-it.ac.jp/mst.html?f=din&b=5 
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第 15 章  新型コロナウイルス感染拡大に伴う対応  

〈１〉現状説明  

 新型コロナウイルス感染拡大への対応の概要  

2020 年度は、新型コロナウイルス感染拡大防止のため、理工学研究科の授業および研究

活動は原則オンラインにて実施としている。ただし、研究活動については、やむを得ない

理由により大学に入校する必要が生じた際は、3 密を避けるなど最大限の感染拡大防止措

置をとった上で許可することで、学びの継続を行っている。  

 

 授業準備、実施、運営に関すること  

2020 年度は、授業は原則オンラインでの実施とした。ビデオ会議システムである Zoom

を使ったライブ配信や、事前に授業映像を準備してオンデマンド型で配信するなど、授

業科目の特性に合わせた形態をとっている。このようなオンライン授業を実施するため

に、本学の全教職員・学生に対して利用制限のない Zoom アカウント購入した。また、

既存の LMS を改修し、学生の個人 PC で授業に必要なソフトウェア（Office、Adobe な

ど）を利用できるようにサイトライセンス契約を変更するなどし、オンライン授業実施

のインフラを構築した。  

 

 遠隔授業の導入と成績評価に関すること  

オンラインで授業を実施するにあたり、事前に FD・SD 研修会を実施し、教員がオンラ

イン授業のテクニカルな実施方法から成績評価など運営上の注意点などの対方法を習

得する機会を準備した。  

 

 学部・学科・教員（専任・非常勤）の連携に関すること  

上述の FD・SD 研修会は専任教員のみならず、非常勤教員も受講することができるよう

にし、スムーズなオンライン授業実施の準備を行うことができた。  

 

 研究活動、研究指導に関すること  

研究活動、研究指導も授業同様、感染拡大防止のため、原則オンラインでの実施となっ

た。しかし、研究の場合、研究分野によっては大学の施設を利用した実験が必要となる

場合もあるため、指導教員が責任を持って学生の入校計画をたて、大学に対して事前報

告をすることで、研究活動のための入校を認めている。その際、学生たちは研究室で、
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いわゆる 3 密にならないようにしながら、必要最低限の活動を行い、作業終了後は速や

かに退館するなど、感染拡大防止のための配慮を行っている。しかしながら、このよう

な状況下で大学院生の研究指導を行なうことは極めて困難である。その中で、各教員が

創意工夫をして対応している。以下にその一部を紹介する。  

 

①  限られた時間で研究成果を得るために、これまで以上に共同研究（国際共同

研究を含む）を推進している。それぞれの研究室の役割分担を明確にし、互

いに連携することによって、少ない実験量で研究をまとめあげる。また、オ

ンラインを利用して共同研究先とのディスカッション（大学院生も含む）を

積極的に行なっている。  

②  在宅での研究・教育活動推進に向け、必要に応じて研究用 PC を学生に配り、

フリーソフトを用いたグループ指導を定期的に実施している。また学生に理

論計算のオンライン個別指導を行っている。  

③  実験時間が制約されているため、座学の時間を長く取らざるを得ない。した

がって、学術誌からの論文紹介（文献ゼミ・雑誌会）では、速報やフルペー

パーではなく特定の研究分野を網羅した（ページ数の多い）総説を課題とし

て与え、それをまとめることによって、その研究分野の背景やアクティビテ

ィーをより深くかつ明確に理解させるようにしている。  

④  自宅での実験が可能な場合は、大学から実験機材等を学生自宅に送付して研

究に支障が出ないようにしている。  

⑤  母国に滞在したままの留学生が少なからずいるが、可能な通信手段を選んで

オンラインミーティングやデータの受け渡しをすることで問題なく研究指

導を行っている。  

 

 

 学生への支援に関すること  

上述の通り、授業も研究活動も原則オンライン実施となったため、学生が対応できるよう

にサポートを実施している。以下に主なサポート例をあげる。  

 

1）貸与ノート PC の準備  

2）学生全員に 6 万円の給付奨学金（オンライン授業準備用）  

3）臨時給付奨学金（10 万円 /月  x 5 ヶ月、授業料補助）  

4）クラス担任によるホームルーム：自宅自粛中の大学生活のフォロー  

5）図書館での本の宅配貸出サービス (無料 ) 

6）学修サポート室のオンライン開催（延べ 2000 人以上の利用）  
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〈２〉長所・特色  

 授業と研究活動の双方を急遽オンライン実施することにしたため、その実施が不安視さ

れたものの、上記のようなオンライン実施のためのインフラ整備や FD・SD 研修、研究指

導の工夫などを通して、大きなトラブルもなく、授業と研究のオンライン化を行うことが

できた。  

〈３〉問題点  

 授業、研究活動のオンライン化に伴い、これまでのような学生生活を送ることができず、

学生同士や教員とのコミュニケーションが思うように取れないことなどの影響により、メ

ンタルに不調を覚える学生が散見されている。カウンセラーによるオンライン相談は実施

しているものの、このような学生に対するサポートは課題である。  

〈４〉全体のまとめ  

 上記の通り、2020 年度はコロナ禍の影響により、急遽、授業および研究活動を原則オン

ラインで実施することになった。短期間でのインフラ整備、FD・SD 研修、教員の創意工

夫により、大きな問題もなく、学生たちの学びを継続させることができている。しかしな

がら、このような環境の中でメンタルに不調をきたす学生へのサポートなど、今後対応す

る必要のある課題も見えてきている。  

〈５〉根拠資料一覧  

・芝浦工業大学 Web サイト（コロナ対策）  

https://www.shibaura-it.ac.jp/about/info/crisis_management/covid-19.html 
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